
函館市福祉のまちづくり施設整備費補助金交付要綱 

 

（目的） 

第１条 この要綱は，函館市福祉のまちづくり条例（平成１３年函館市 

条例第４８号。以下「条例」という。）に基づき，本市の区域内にお 

いて，公共的施設について，障害者，高齢者等が安全かつ円滑に利用 

することができるようにするための改修または増築等を行う者に対す 

る補助金の交付に関し必要な事項を定めることにより，本市の福祉の 

まちづくりの推進に資することを目的とする。 

（定義） 

第２条 この要綱において，次の各号に掲げる用語の意義は，当該各号 

に定めるところによる。 

(1) 公共的施設 本市の区域内に存する条例第２条第３号に規定する 

公共的施設をいう。 

(2) 整備の基準 別表第２に規定する整備の基準をいう。 

(3) 改修 出入口の段差の解消，自動扉の設置その他の修繕で，建築 

基準法（昭和２５年法律第２０１号）第２条に規定する建築，大規 

模の修繕および大規模の模様替に当たらないものをいう。 

(4) 増築等 建築基準法第２条に規定する建築のうち，増築および改 

築（部分改築に限る。）ならびに同条に規定する大規模の修繕およ 

び大規模の模様替をいう。 

（補助の対象工事） 

第３条 函館市福祉のまちづくり施設整備費補助金（以下「補助金」と 

いう。）の対象となる工事は，公共的施設のうち，別表第１に掲げる 

建築物に係る別表第２に掲げる整備箇所の整備の基準に適合させるた 

めの改修（既に整備の基準に適合している部分の改修を除く。以下同 

じ。）または増築等で，同表に掲げる工事（以下「対象工事」とい 

う。）とする。 

２ 前項の規定にかかわらず，次に掲げる公共的施設に係る改修または 

増築等の工事は，この要綱による補助の対象としないものとする。 

(1) 高齢者，障害者等の移動等の円滑化の促進に関する法律（平成18 



年法律第９１号）第２条第１９号に規定する施設の増築等（大規模 

の修繕および大規模の模様替を除く。）で，当該増築等にかかる部 

分の床面積の合計が，２千平方メートル以上のもの 

(2) 条例およびこの要綱以外の規程に基づき，市長が補助金の交付そ 

の他の助成を行う改修または増築等 

(3) 申請年度の３月末日までに工事の受渡しおよび請負金額の支払い 

が完了しない工事 

（補助の対象者） 

第４条 補助金の交付を受けることのできる者は，対象工事を施工する 

者（国，地方公共団体および公共的団体を除く。以下同じ。）で，か

つ函館市に納付すべき税の滞納がない者とする。 

（補助対象経費） 

第５条 補助金の交付の対象となる経費は，工事費，設計費，監理費お 

よびその他市長が特に必要と認める経費とする。 

（補助金の額等） 

第６条 補助金の交付の対象となる額（以下「補助対象額」という。） 

は，別表第２に掲げる整備箇所ごとに同表に定める補助基準額と当該 

対象工事の施工に要する経費とのいずれか少ない額とする。 

２ 前項の規定にかかわらず，対象工事の施工にあたり，国，市を除く 

地方公共団体および公共的団体からの補助金等（以下「国補助金等」 

という。）が交付される場合は，要綱別表第２に掲げる整備箇所ごと 

に同表の定める補助基準額と当該対象工事の施工に要する経費から国 

補助金等を差し引いた後の額とのいずれか少ない額を補助対象額とす 

る。 

３ 第１項の規定にかかわらず，当該対象工事が要綱別表第２に掲げる 

整備箇所のうち2 廊下等，3 階段，5 便所，6 駐車場，7 敷地内の通 

路，11 観覧席等に係るものであって，同一整備箇所の手すりに係る 

工事に対しすでに本補助金を交付されている場合は，整備箇所ごとに， 

同表に定める補助基準額から補助金を交付された手すり工事の補助対 

象額を差し引いた額と当該対象工事の施工に要する経費（国補助金等 

が交付される場合は，施工に要する経費から国補助金等を差し引いた 



額）とのいずれか少ない額を補助対象額とする。 

４ 補助金の額は，前３項の補助対象額の２分の１以内で，予算の範囲 

内で市長が定める額とする。この場合において，当該額に１万円未満 

の端数があるときは，これを切り捨てるものとする。 

５ 対象工事を施工する整備箇所が２箇所以上である場合の補助金の額 

は，前４項の規定による補助金の額を合算した額とする。 

（補助の申請） 

第７条 補助金の交付を受けようとする者は，対象工事について，その 

施工前に市長に協議した後，別記第１号様式の申請書により，市長に 

申請しなければならない。 

２ 前項の申請書には，次に掲げる書類を添付しなければならない。 

(1) 納税証明書（函館市に納付すべき税に滞納がない） 

(2) 工事工程表，付近見取図，施工前平面図および施工後平面図 

(3) 工事見積書 

(4) 基準適合確認表（別記第２号様式） 

(5) 工事施工箇所の現況写真 

(6) その他市長が必要と認める書類 

３ 第１項の申請をした者は，次条の通知を受ける前に，対象工事に着 

手してはならない。 

（補助の決定等） 

第８条 市長は，前条第１項の申請があった場合において，当該申請の 

内容を審査し，適当と認めるときは補助金の交付を決定し，別記第３ 

号様式の通知書により，適当でないと認めるときは補助金の不交付を 

決定し，別記第４号様式の通知書により，当該申請をした者にそれぞ 

れ通知するものとする。 

（交付決定後の契約の締結等） 

第９条 前条の補助金の交付の決定の通知を受けた者（以下「補助事業 

者」という。）は，速やかに施工業者と工事請負契約を締結し，工事 

を施工するものとする。ただし，軽易な工事であって市長が認める場 

合は，請書等をもって契約書に代えることができる。 

（変更等の申請） 



第10条 補助事業者は，当該決定に係る対象工事を変更（軽微な変更を 

 除く。）しようとするときは，別記第５号様式の申請書により市長に 

 申請し，その承認を得なければならない。 

２ 前項の申請書には，第７条第２項に規定する申請書に添付する書類 

のうち，前項の変更の内容を確認することができる書類を添付しなけ 

ればならない。 

３ 市長は，第１項の申請があった場合において，適当と認めるときは 

 別記第５号様式の通知書により，適当でないと認めるときは別記第７ 

号様式の通知書により，補助事業者にそれぞれ通知するものとする。 

４ 補助事業者は，当該決定に係る対象工事を中止し，または補助金の 

交付の申請を取り下げようとするときは，別記第８号様式の取下書に 

より市長に届け出なければならない。 

５ 市長は，前項の届出があったときは，補助金の交付の決定を取り消 

し，別記第９号様式の通知書により補助事業者に通知するものとする。 

（実績報告） 

第11条 補助事業者は，対象工事に係る工事の受渡しおよび請負金額の 

支払いを完了したときは，いずれか遅い日から起算して３０日以内に， 

別記第１０号様式の報告書により市長に報告しなければならない。 

２ 前項の報告書には，次に掲げる書類を添付しなければならない。 

(1) 契約書または請書等を取り交わした施工業者からの請求書の写し 

(2) 工事完了後の写真 

(3) 増改築を伴う工事については，検査済証の写し 

(4) 第９条に既定する工事請負契約書または請書等の写し 

(5) 補助金受け入れに係る銀行口座申出書（別記第１１号様式） 

(6) 請負金額の支払いを証する領収書の写し 

(7) その他市長が必要と認める書類 

（補助金の額の確定） 

第12条 市長は，前条第１項の報告があったときは，対象工事について 

検査を行い，補助金の交付の決定の内容およびこれに付した条件に適 

合すると認めるときは，交付すべき補助金の額を確定し，別記第１２ 

号様式の通知書により補助事業者に通知するものとする。 



（補助金の交付） 

第13条 市長は，前条の規定による補助金の額の確定後，補助事業者に 

補助金を交付するものとする。 

（補助金の交付の決定の取消しおよび返還） 

第14条 市長は，補助事業者が次の各号のいずれかに該当するときは， 

補助金の交付の決定を取り消し，または既に交付した補助金の全部も 

しくは一部の返還を命ずることができる。 

(1) 補助金を他の用途に使用したとき。 

(2) 補助金の交付の決定の内容またはこれに付した条件に違反したと 

き。 

(3) 偽りその他不正の行為により，補助金の交付の決定を受け，また 

は補助金の交付を受けたとき。 

(4) その他市長が補助金の交付の決定の取消しまたは返還を相当と認 

めるとき。 

２ 市長は，前項の規定により補助金の交付の決定を取り消し，または 

補助金の返還を命ずるときは，別記第１３号様式の通知書により補助 

事業者に通知するものとする。 

（補助金交付の条件） 

第15条 補助事業者は，補助対象事業完了後に消費税及び地方消費税の 

申告により，この補助金に係る消費税及び地方消費税に係る仕入控除 

税額が確定した場合（仕入控除税額が０円の場合を含む。）には，第 

１４号様式により速やかに市長に報告しなければならない。 

２ 市長は，前項の規定による報告があったときは，すでに交付した補 

助金のうち消費税等仕入控除税額の全部または一部に相当する額につ

いて，市に納付させることができる。 

（補則） 

第16条 函館市補助金等交付規則（昭和６２年函館市規則第４３号）お 

よびこの要綱に定めるもののほか，この要綱の施行に関し必要な事項 

は，別に定める。 

附則 

この要綱は，平成１５年８月１日から施行する。 



附則 

この要綱は，平成１８年１０月１日から施行する。 

附則 

この要綱は，平成１９年１０月１日から施行する。 

附則 

この要綱は，平成２４年１２月２１日から施行する。 

附則 

この要綱は，平成２５年５月１０日から施行する。 

附則 

この要綱は，令和４年４月１日から施行する。 

附則 

この要綱は，令和７年４月１日から施行する。ただし，改正後の第15 

条の規定は，この要綱の施行の日以後の交付の申請について適用し，施 

行日前に交付決定した補助金については，なお従前の例による。 



別表第１（第３条関係） 

補 助 の 対 象 と な る 建 築 物 

（１）  病院，診療所その他これらに類する施設 

（２）  劇場，観覧場，映画館，演芸場その他これらに類する施設 

（３）  集会場，公会堂その他これらに類する施設 

（４）  展示場その他これに類する施設 

（５）  百貨店，マーケットその他の物品販売業を営む店舗 

（６）  ホテル，旅館その他これらに類する施設 

（７）  老人福祉施設，児童福祉施設，障害者支援施設，母子福祉施設，保健センターその他 

   これらに類する施設 

（８）  遊技場，体育館，水泳場，ボーリング場その他これらに類する施設 

（９）  博物館，美術館，図書館その他これらに類する施設 

（10）  公衆浴場その他これに類する施設 

（11）  飲食店 

（12）  郵便局，理髪店，クリーニング取次店，質屋，貸衣装屋その他これらに類するサービス 

  業を営む店舗 

（13）  銀行その他の金融保険業を営む店舗 

（14）  一般公共の用に供される自動車車庫 

（15）  公衆便所 

（16）  市役所，保健所，税務署その他これらに類する公益上必要な建築物 

（17）  学校（専修学校および各種学校を含む。）その他これに類する施設 

（18）  事務所（（12），（13）または（16）に該当するものを除く。） 

（19）  共同住宅または寄宿舎（５１戸(室)未満のものを除く。） 

（20）  地下街その他これに類する施設 



別表第２（第２条，第３条，第６条関係） 

整備箇所 整備の基準 工  事 補助基準額 

1 出入口  次に掲げる構造の直接地上または駐車場に通

ずる出入口をそれぞれ１箇所設けること。 

(1) 幅は，内のりを80㎝以上とすること。 

(2) 戸を設ける場合においては，当該戸は，車 

椅子使用者が円滑に開閉して通過できる構造 

とすること。 

(3) 車椅子使用者が通過する際に支障となる段 

を設けないこと。 

直接地上または駐

車場に通ずる出入

口の整備の基準を

満たす工事 

500千円 

〈自動扉〉 

 上記の整備の基準に適合させ，戸を設けるに

あたり，当該戸を自動的に開閉する構造とする

場合 

 
1,000千円 

 



 

整備箇所 整備の基準 工  事 補助基準額 

2 廊下その他 

これに類す 

 るもの（以 

下「廊下等」 

という。） 

 次に掲げる構造の直接地上または駐車場に通

ずる1 出入口の項に定める出入口から受付等 

（常時勤務する者により介助等を受けることが

できる場所をいう。以下同じ。）に至る廊下等

を１箇所設けること。 

(1) 廊下等の床面は，粗面とし，または滑りに 

くい材料で仕上げること。 

(2) 廊下等の幅は,内のりを120cm以上とするこ 

 と。 

(3) 廊下等の末端の付近の構造は，車椅子の転 

回に支障のないものとし，かつ，区間50ｍ以 

内ごとに車椅子が転回できる構造の部分を設 

けること。 

(4) 高低差がある場合においては，傾斜路およ 

びその踊り場または車椅子使用者用特殊構造 

昇降機（建築基準法施行令（昭和２５年政令 

第３３８号）第１２９条の３第２項第１号ま 

たは第２号の規定に基づき国土交通大臣が定 

めた構造方法を用いる昇降機で専ら車椅子使 

用者の利用に供するものをいう。以下同じ。

） を設けること。 

(5) 出入口ならびに4 エレベーターの項に定め 

るエレベーターおよび車椅子使用者用特殊構 

造昇降機の昇降路の出入口に接する部分は， 

水平とすること。 

(6) 直接地上に通ずる出入口のうち１以上の出 

入口から受付等に至る経路のうち１以上の経 

路においては，廊下等に視覚障害者誘導用床 

材を敷設し，または音声により視覚障害者を 

誘導する装置その他これに代わる装置を設け 

ること。ただし，直接地上に通ずる出入口に 

おいて常時勤務する者により視覚障害者を誘 

導することができる場合その他視覚障害者の 

誘導上支障のない場合においては，この限り 

でない。 

(7) 傾斜路の幅は,内のりを120cm（段を併設す 

る場合にあっては，90cm）以上とすること。 

(8) 傾斜路の勾配は，12分の１を超えないこと。 

(9) 高さが75cmを超える傾斜路にあっては，高 

さ75cm以内ごとに踏幅150cm以上の踊り場を 

設けること。 

(10)段を設ける場合または傾斜路およびその踊 

り場を設ける場合においては，手すりを設け 

ること。 

(11)傾斜路の床面は，粗面とし，または滑りに 

くい材料で仕上げること。 

(12)傾斜路は，その踊り場および当該傾斜路に 

接する廊下等の色と明度の差の大きい色とす 

ること等によりこれらと識別しやすいものと 

すること。 

出入口から受付等

に至る廊下等に整

備の基準を満たす

傾斜路等を設置す

る工事 

500千円 

 

(10)段を設 

ける場合 

または傾 

斜路およ 

びその踊 

り場を設 

ける場合 

において，

手すりを 

設置する 

工事のみ 

の場合 

100千円 



(13)傾斜路の上端に近接する廊下等および踊り 

場の部分には，点状注意喚起床材を敷設する 

こと。  



 

整備箇所 整備の基準 工  事 補助基準額 

3 階段（その 

踊り場を含 

む。以下同 

じ。） 

 次に掲げる構造の不特定かつ多数の者の利用

に供し，かつ，直接地上に通ずる出入口がない

階に通ずる階段を１箇所設けること。 

(1) 手すりを設けること。 

(2) 回り段を設けないこと。 

(3) 踏面は，粗面とし，または滑りにくい材料 

で仕上げること。 

(4) 踏面の色を蹴上げの色と明度の差の大きい 

ものとすること等により段を識別しやすいも 

のとし，かつ，つまずきにくい構造とするこ 

と。 

(5) 階段の上端に近接する廊下等および踊り場 

の部分には，点状注意喚起床材を敷設するこ 

と。 

不特定かつ多数の

者の利用に供し，

かつ，直接地上に

通ずる出入口がな

い階に通ずる階段

の整備の基準を満

たす工事 

500千円 

 

(1) 階段に 

手すりを 

設置する 

工事のみ 

の場合 

200千円 



 

整備箇所 整備の基準 工  事 補助基準額 

4 エレベーター  不特定かつ多数の者の利用に供し，かつ，直

接地上に通ずる出入口のない階を有する建築物

に，次に掲げる構造のエレベーターを１箇所設

けること。 

＜新設＞ 

(1) 籠の床面積は，1.83㎡以上とすること。  

（（学校（専修学校および各種学校を含む。） 

 その他これに類する施設，共同住宅または寄 

宿舎（51戸（室）未満のものを除く。）。以 

下「学校等」という。）において整備する場 

合を除く。） 

(2) 籠の奥行きは,内のりを135㎝以上とするこ 

と。 

(3) 籠の平面形状は，車椅子の転回に支障がな 

いものとすること。（学校等において整備す 

る場合を除く。） 

(4) 籠内には，籠が停止する予定の階を表示す 

る装置および籠の現在位置を表示する装置を 

設けること。 

(5) 籠内には，籠が到着する階ならびに籠およ 

び昇降路の出入口の戸の閉鎖を音声により知 

らせる装置を設けること。 

(6) 籠および昇降路の出入口の幅は，それぞれ 

内のりを80㎝以上とすること。 

(7) 籠内および乗降ロビーには，車椅子使用者 

が利用しやすい位置に制御装置を設けること。 

(8) 籠内および乗降ロビーに設ける制御装置 

（前述の制御装置を除く。）は，視覚障害者 

が円滑に操作できる構造とすること。 

(9) 乗降ロビーには，制御装置の位置を知らせ 

る点状注意喚起床材を敷設すること。（学校 

等において整備する場合を除く。） 

(10)乗降ロビーの幅および奥行きは，それぞれ 

内のりを150㎝以上とすること。 

(11)乗降ロビーには，到着する籠の昇降方向を 

音声により知らせる装置を設けること。ただ 

し，籠内に，籠および昇降路の出入口の戸が 

開いた時に籠の昇降方向を音声により知らせ 

る装置が設けられている場合においては，こ 

の限りでない。 

(12学校等において整備する場合は，籠内には， 

籠および昇降路の出入口の戸の開閉状況を確 

認できる鏡を設けること。 

不特定かつ多数の

者の利用に供し，

かつ，直接地上に

通ずる出入口がな

い階を有する建築

物に，整備の基準

を満たすエレベー

ターの新設または

改修工事 

10,000千円 

＜改修＞ 

 上記の整備の基準に適合させる改修の場合 

 
3,000千円 



 

整備箇所 整備の基準 工  事 補助基準額 

5 便所  次に掲げる構造の不特定かつ多数の者の利用

に供する便所を１箇所設けること。（(5)の手す

り等のみを設ける場合は必要な箇所。） 

＜新設＞ 

(1) 車椅子使用者が円滑に利用することができ 

るよう十分な床面積が確保され，かつ，腰掛 

便座，手すり等が適切に配置されている便房 

（以下「車椅子使用者用便房」という。）を 

設けること。 

(2) 車椅子使用者用便房の出入口および当該便 

房のある便所の出入口の幅は，内のりを80㎝ 

以上とすること。 

(3) 車椅子使用者用便房の出入口または当該便 

房のある便所の出入口に戸を設ける場合にお 

いては，当該戸は，車椅子使用者が円滑に開 

閉して通過できる構造とすること。 

(4) 段を設けないこと。 

(5) 必要に応じ，手すり等を設けること。  

(6) 床面は，粗面とし，またはぬれても滑りに 

くい材料で仕上げること。 

不特定かつ多数の

者の利用に供する

整備の基準を満た

す便所の新設また

は改修工事 

1,000千円 

 

（男子用お

よび女子用

の区分があ

るときは，

それぞれの

区分ごとに

1,000千円） 

 

(5) 手すり 

等を設置 

する工事 

のみの場 

合 

300千円 

（男子用お

よび女子用

の区分があ

るときは，

それぞれの

区分ごとに

300千円） 

＜改修＞ 

 上記の整備の基準に適合させる改修の場合 

 
500千円 

 

（男子用お

よび女子用

の区分があ

るときは，

それぞれの

区分ごとに

500千円） 

 

(5) 手すり 

等を設置 

する工事 

のみの場 

合 

300千円 

（男子用お

よび女子用

の区分があ

るときは，

それぞれの

区分ごとに

300千円） 



 

整備箇所 整備の基準 工  事 補助基準額 

6 駐車場  次に掲げる構造の車椅子使用者用駐車施設を

１箇所設けること。 

(1) 車椅子使用者用駐車施設は，当該車椅子使 

用者用駐車施設に通ずる1 出入口の項に定め 

る出入口から当該車椅子使用者用駐車施設に 

至る経路（駐車場内の通路または敷地内の通 

路を含むものに限る。）の距離ができるだけ 

短くなる位置に設けること。 

(2) 幅員は,350cm以上とすること。 

(3) 車椅子使用者用である旨を見やすい方法で 

表示すること。 

(4) 駐車場内の通路の路面は，粗面とし，また 

はぬれても滑りにくい材料で仕上げること。 

(5) 駐車場内の通路の幅員は,120cm以上とする 

こと。 

(6) 駐車場内の通路に高低差がある場合におい 

ては，傾斜路およびその踊り場または車椅子 

使用者用特殊構造昇降機を設けること。 

(7) 傾斜路の幅は，内のりを120㎝（段を併設 

する場合にあっては，90㎝）以上とすること。 

(8) 傾斜路の勾配は，12分の１を超えないこと。 

(9) 高さが75㎝を超える傾斜路にあっては，高 

さ75㎝以内ごとに踏幅150㎝以上の踊り場を 

設けること。 

(10)段を設ける場合または傾斜路およびその踊 

り場を設ける場合においては，手すりを設け 

ること。 

(11)傾斜路の路面は，粗面とし，またはぬれて 

も滑りにくい材料で仕上げること。 

(12)傾斜路は，その踊り場および当該傾斜路に 

接する駐車場内の通路の色と明度の差の大き 

い色とすること等によりこれらと識別しやす 

いものとすること。 

(13)駐車場内の通路に排水溝を設ける場合にお 

いては，つえ，車椅子のキャスター等が落ち 

込まない構造の溝蓋を設けること。 

出入口から車椅子

使用者用駐車施設

に至る敷地内の通

路および車椅子使

用者用駐車施設の

整備の基準を満た

す工事 

500千円 

 

(10)段を設 

ける場合 

または傾 

斜路およ 

びその踊 

り場を設 

ける場合 

において， 

手すりを 

設置する 

工事のみ 

の場合  

100千円 



 

整備箇所 整備の基準 工  事 補助基準額 

7 敷地内の通路  次に掲げる構造の1 出入口の項に定める出入

口から道等または車椅子使用者用駐車施設に至

る敷地内の通路をそれぞれ１箇所設けること。 

(1) 敷地内の通路の路面は，粗面とし，または 

ぬれても滑りにくい材料で仕上げること。 

(2) 敷地内の通路の幅員は,120cm以上とするこ 

と。 

(3) 高低差がある場合においては，傾斜路およ 

びその踊り場または車椅子使用者用特殊構造 

昇降機を設けること。 

(4) 直接地上に通ずる各出入口から道等に至る 

通路にあっては，視覚障害者誘導用床材を敷 

設し，または音声により視覚障害者を誘導す 

る装置その他これに代わる装置を設けるこ  

と。 

(5) 直接地上に通ずる各出入口から道等に至る 

通路にあっては，車路に接する部分，車路を 

横断する部分ならびに傾斜路および段の上端 

に近接する敷地内の通路および踊り場の部分 

には，点状注意喚起床材を敷設すること。 

(6) 傾斜路の幅は，内のりを120㎝（段を併設 

する場合にあっては，90㎝）以上とすること。 

(7) 斜路の勾配は，12分の１を超えないこと。 

(8) 高さが75㎝を超える傾斜路にあっては，高 

さ75㎝以内ごとに踏幅150㎝以上の踊り場を 

設けること。 

(9) 段を設ける場合または傾斜路およびその踊 

り場を設ける場合においては，手すりを設け 

ること。 

(10)傾斜路の路面は，粗面とし，またはぬれて 

も滑りにくい材料で仕上げること。 

(11)傾斜路は，その踊り場および当該傾斜路に 

接する敷地内の通路の色と明度の差の大きい 

色とすること等によりこれらと識別しやすい 

ものとすること。 

(12)排水溝を設ける場合においては，つえ，車 

椅子のキャスター等が落ち込まない構造の溝 

蓋を設けること。 

出入口から当該建

築物の敷地に接す

る道等または車椅

子使用者用駐車施

設に至る敷地内の

通路に整備の基準

を満たす傾斜路等

を設置する工事 

500千円 

 

(9) 段を設 

ける場合 

または傾 

斜路およ 

びその踊 

り場を設 

ける場合  

において， 

手すりを 

設置する 

工事のみ 

の場合 

100千円 



 

整備箇所 整備の基準 工  事 補助基準額 

8 洗面所  次に掲げる構造の不特定かつ多数の者の利用

に供する洗面所（便所に併設するものを含む。）

を１箇所設けること。 

＜新設＞ 

(1) 床面は，粗面とし，またはぬれても滑りに 

くい材料で仕上げること。 

(2) 車椅子使用者が円滑に利用することができ 

る高さの洗面器を設けること。 

不特定かつ多数の

者の利用に供する

整備の基準を満た

す洗面所の新設ま

たは改修工事 

 

300千円 

 

＜改修＞ 

 上記の整備の基準に適合させる改修の場合 

 
200千円 

 



 

整備箇所 整備の基準 工  事 補助基準額 

9 浴室および  

脱衣室（以  

下「浴室等」  

という。） 

 

 別表第１の(1)，(6)，(7)または(10)に掲げる

建築物に，次に掲げる構造の不特定かつ多数の

者の利用に供する浴室等を1箇所設けること。 

(1) 出入口の幅は，内のりを80㎝以上とするこ 

と。 

(2) 出入口に戸を設ける場合においては，当該 

戸は，障害者，高齢者等が円滑に開閉して通 

過できる構造とすること。 

(3) 出入口には，障害者，高齢者等が通過する 

際に支障となる段を設けないこと。 

(4) 出入口に戸を設ける場合において，当該戸 

にガラスを使用するときは，安全な材質のも 

のを使用すること。 

不特定かつ多数の

者の利用に供する

整備の基準を満た

す浴室等の工事 

500千円 

 

（男子用お

よび女子用

の区分があ

るときは，

それぞれの

区分ごとに

500千円） 

 別表第１の(1)，(6)，(7)または(10)に掲げる

建築物に，次に掲げる構造の不特定かつ多数の

者の利用に供する浴室等を1箇所設けること。 

(1) 手すり等を設ける場合においては，当該手 

すり等は，歩行や立ち上がり等の動作を補助 

できる形状とし，かつ，適切な位置に設置す 

ること。 

200千円 

 

（男子用お

よび女子用

の区分があ

るときは，

それぞれの

区分ごとに

200千円） 

 別表第１の(1)，(6)，(7)または(10)に掲げる

建築物に，次に掲げる構造の不特定かつ多数の

者の利用に供する浴室等を1箇所設けること。 

(1) 床面は，粗面とし，またはぬれても滑りに 

くい材料で仕上げること。 

800千円 

 

（男子用お

よび女子用

の区分があ

るときは，

それぞれの

区分ごとに

800千円） 

 



 

整備箇所 整備の基準 工  事 補助基準額 

10 シャワー 

室および更 

衣室（以下 

「シャワー 

室等」とい 

  う。） 

 別表第１の(7)または(8)に掲げる建築物に，

次に掲げる構造の不特定かつ多数の者の利用に

供するシャワー室等を１箇所設けること。 

(1) 出入口の幅は，内のりを80㎝以上とするこ 

と。 

(2) 出入口に戸を設ける場合においては，当該  

戸は，車椅子使用者が円滑に開閉して通過で  

きる構造とすること。 

(3) 出入口には，車椅子使用者が通過する際に  

支障となる段を設けないこと。 

不特定かつ多数の

者の利用に供する

整備の基準を満た

すシャワー室等の

工事 

500千円 

 

（男子用お

よび女子用

の区分があ

るときは，

それぞれの

区分ごとに

500千円） 

 別表第１の(7)または(8)に掲げる建築物に，

次に掲げる構造の不特定かつ多数の者の利用に

供するシャワー室等を１箇所設けること。 

(1) 手すり等を設ける場合においては，当該手  

すり等は，歩行や立ち上がり等の動作を補助  

できる形状とし，かつ，適切な位置に設置す  

ること。 

100千円 

 

（男子用お

よび女子用

の区分があ

るときは，

それぞれの

区分ごとに

100千円） 

 別表第１の(7)または(8)に掲げる建築物に，

次に掲げる構造の不特定かつ多数の者の利用に

供するシャワー室等を１箇所設けること。 

(1) 床面は，粗面とし，またはぬれても滑りに  

くい材料で仕上げること。 

200千円 

 

（男子用お

よび女子用

の区分があ

るときは，

それぞれの

区分ごとに

200千円） 



 

整備箇所 整備の基準 工  事 補助基準額 

11 観覧席お 

よび客席  

（以下「観 

覧席等」と 

いう。） 

 別表第１の(2)，(3)または(8)に掲げる建築物

の観覧席等に，次に掲げる構造の不特定かつ多

数の者の利用に供する車いす使用者用の区画（

以下「車いす使用者用席」という。）を１箇所

設けること。 

(1) 観覧席等のある室の出入口から車椅子使用 

者用席に至る通路には，車椅子使用者が通行 

する際に支障となる段を設けないこと。 

(2) 傾斜路の幅は,内のりを120cm（段を併設す 

る場合にあっては，90cm）以上とすること。 

(3) 傾斜路の勾配は，12分の１を超えないこと。 

(4) 高さが75cmを超える傾斜路にあっては，高 

さ75cm以内ごとに踏幅150cm以上の踊り場を 

設けること。 

(5) 傾斜路または傾斜路に段を併設する場合に 

おいては，手すりを設けること。 

(6) 傾斜路の床面は，粗面とし，または滑りに 

くい材料で仕上げること。 

(7) 車椅子使用者用席の床は，水平とすること。 

(8) 車椅子使用者用席の幅は90㎝以上，奥行き 

は110㎝以上とすること。 

観覧席等のある室

の出入口から車椅

子使用者用席に至

る通路および車椅

子使用者用席の整

備の基準を満たす

工事 

500千円 

 

(5)傾斜路 

または傾 

斜路に段 

を設ける 

場合にお 

いて，手 

すりを設 

置する工 

事のみの 

場合 

100千円 

 



 

整備箇所 整備の基準 工  事 補助基準額 

12 公衆電話所  次に掲げる構造の公衆電話所を１箇所設ける

こと。 

(1) 出入口の幅は，内のりを80㎝以上とするこ 

と。 

(2) 出入口に戸を設ける場合においては，当該 

戸は，車椅子使用者が円滑に開閉して通過で 

きる構造とすること。 

(3) 出入口には車椅子使用者が通過する際に支 

障となる段を設けないこと。 

(4) 車椅子使用者が円滑に利用することができ 

る高さの電話台を１以上設けること。 

整備の基準を満た

す公衆電話所の工

事 

300千円 

 



 

整備箇所 整備の基準 工  事 補助基準額 

13 カウンタ 

ーおよび記 

載台（以下 

「カウンタ 

ー等」とい 

う。） 

 次に掲げる構造のカウンター等を１箇所設け

ること。 

(1) 車椅子使用者が円滑に利用することができ 

る構造とすること。 

整備の基準を満た

すカウンター等の

工事 

200千円 



 

 

整備箇所 

 

整備の基準 

 

工  事 

 

補助基準額 

14 案内標示  次に掲げる構造の案内標示板（消防法に基づ

く誘導灯や誘導標識その他法令で設置が義務付

けられている設備にあっては，障害者，高齢者

等が円滑に利用できるための機能が付加されて

いるものに限る。）を設けること。 

(1) 高さおよび文字の大きさその他の表示内容 

に配慮し，障害者，高齢者が円滑に利用でき 

るものとすること。 

整備の基準を満た

す案内標示の工事 

500千円 

 



 

整備箇所 整備の基準 工  事 補助基準額 

15 改札口お 

よびレジ通 

路（商品等 

の代金を支 

払う場合に 

おける通路 

をいう。） 

以下「改札 

口等」とい 

う。） 

 次に掲げる構造の改札口等を１箇所設けるこ

と。 

(1) 幅は，内のりを80㎝以上とすること。 

(2) 車椅子使用者が通過する際に支障となる段 

を設けないこと。 

(3) 床面は，粗面とし，または滑りにくい材料 

で仕上げること。 

整備の基準を満た

す改札口等の工事 

500千円 

 



 

整備箇所 整備の基準 工  事 補助基準額 

16 授乳およ 

びおむつ替 

えの場所 

 次に掲げる構造の授乳およびおむつ替えので

きる場所を１箇所設けること。 

(1) ベビーベッド等を設けるとともに，出入口 

付近には，その旨を表示すること。 

整備の基準を満た

す授乳およびおむ

つ替えの場所の工

事 

200千円 

 



別記第１号様式（第７条関係） 
 

函館市福祉のまちづくり施設整備費補助金交付申請書 
 

年  月  日  

 

函 館 市 長 様  

              
                      住所 

申請者     
                             氏名   
                          
 

補助事業の名称   函館市福祉のまちづくり施設整備事業 
            （工事名：           ）  

 
 上記の補助事業に関し，補助金の交付を受けたいので，函館市福祉 
のまちづくり施設整備費補助金交付要綱第７条第１項の規定により， 
次のとおり申請します。 

 公 共 的 施 設 の 名 称  
 

 公共的施設の所在地  
 

 主 た る 用 途    構 造   

 階 数   地上 階・地下  階   建 築 面 積      ㎡（ 戸（室）） 

 ※ 整 理 番 号  
  施 工 面 積  

 

 工 事 内 容  
 

予 定 年 月 日   着 手  年  月  日   完 了   年  月  日  

 補助事業に要する経費  円   補助金交付申請額   円  

 

 

 連 絡 先  

 住 所  
 

 氏 名  
 

 電 話 番 号  
 

添付書類  

 １ 納税証明書（函館市に納付すべき税に滞納がない）  

 ２ 工事工程表，付近見取図，施工前平面図および施工後平面図  

 ３ 工事見積書 
 ４ 基準適合確認表（別記第２号様式） 
 ５ 工事施工箇所の現況写真  

 ６ その他市長が必要と認める書類   
 

注 １ ※欄は，記入しないでください。  

  ２ 対象工事が建築確認の申請を要する場合においては，当該申 
   請に添付する書類の写しをもって添付書類の２に代えることが 
   できます。 

法人にあっては，主たる事業所

の所在地 

法人にあっては，その名称およ

び代表者の氏名 



別記第２号様式（第７条関係） 

 

函館市福祉のまちづくり施設整備事業基準適合確認表 
 

工事名               
 

整 備 項 目       整 備 の 基 準 の 内 容                 設 計 内 容         適合状況 

 

１ 出入口 

 

 

 内のり幅80cm以上 (幅)        cm 合 ・ 否     

 戸を設ける場合は，自動開閉し，または車椅子

使用者が円滑に開閉して通過できる構造 

(開閉方式) 

 

合 ・ 否     

 

 車椅子使用者の通過の支障となる段がない (最大段差)          ㎝ 合 ・ 否     

 

２ 廊下等 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 粗面または滑りにくい材料仕上げ (仕上げ材) 合 ・ 否     

 内のり幅120cm以上 (幅)        cm 合 ・ 否     

 車椅子が転回できる部分を末端付近および50ｍ

以内ごとに設置 

  

 

合 ・ 否     

 

 高低差がある場合は，傾斜路およびその踊り場

または特殊構造昇降機の設置 
(講じた措置) 

合 ・ 否     

 

 出入口ならびに４の項のエレベーターおよび特

殊構造昇降機の昇降路の出入口に接する部分が水

平 

 

 

 

合 ・ 否     

 

 

  視覚障害者誘導用床材の敷設または音声誘導装

置等の設置 

(講じた措置) 

 

合 ・ 否     

 

 傾斜路は内のり幅120cm以上（段を併設する場合

は，90㎝以上） 

(幅)        cm 

 

合 ・ 否     

 

 傾斜路は勾配12分の１以下 (勾配) 合 ・ 否     

 傾斜路は高さ75cm以内ごとに踏幅150cm以上の踊

り場の設置 

(高さ)          ㎝ 

(踏幅)            ㎝ 

合 ・ 否     

 

 段または傾斜路および踊り場に手すりの設置    合 ・ 否     

 傾斜路は粗面または滑りにくい材料仕上げ (仕上げ材) 合 ・ 否     

 傾斜路が踊り場および廊下等と識別しやすい (講じた措置) 合 ・ 否     

 傾斜路の上端に近接する廊下等および踊り場の

部分に点状注意喚起床材の敷設 

 

 

合 ・ 否     

 

 

 



整 備 項 目       整 備 の 基 準 の 内 容                 設 計 内 容         適合状況 

 

３ 階段 

 

 

 

 

 手すりの設置  合 ・ 否     

 回り段を設けない       合 ・ 否     

 粗面または滑りにくい材料仕上げ  (仕上げ材)   合 ・ 否     

 段は，識別しやすく，かつ，つまずきにくい構

造 

(講じた措置) 

 

合 ・ 否     

 

 階段の上端に近接する廊下等および踊り場の部

分に点状注意喚起床材の敷設 

 

 

合 ・ 否     

 

 

４ エレベーター 

（ 新 設 ・ 改 修 ）           

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 籠の床面積1.83㎡以上（学校等除く。） (床面積)      ㎡ 合 ・ 否     

 籠の奥行き（内のり）135cm以上 (奥行き)       cm 合 ・ 否     

 籠は，車椅子の転回に支障がない形状（学校等

除く。） 

 

 

合 ・ 否     

 

 籠内に停止予定階および現在位置の表示装置の

設置 

   

 

合 ・ 否     

 

 籠内に到着階および戸の閉鎖を知らせる音声装

置の設置 

  

 

合 ・ 否     

 

 籠および昇降路の出入口の内のり幅80cm以上 (幅)        cm 合 ・ 否     

 籠内および乗降ロビーに車椅子使用者用制御装

置の設置 

 

 

合 ・ 否     

 

 籠内および乗降ロビーに視覚障害者が円滑に操

作できる制御装置の設置 

 

 

合 ・ 否     

 

 乗降ロビーに制御装置の位置を知らせる視覚障

害者誘導用床材の敷設（学校等除く。） 

 

 

合 ・ 否     

 

  乗降ロビーの幅および奥行きの内のり150cm以上 
(幅)         cm 

(奥行き)       cm 

合 ・ 否     

 

 乗降ロビー等に昇降方向を知らせる音声装置の

設置 

  

 

合 ・ 否     

 

 籠内に鏡の設置（学校等に限る。）    合 ・ 否     

 

 

 

 

 



整 備 項 目       整 備 の 基 準 の 内 容                 設 計 内 容         適合状況 

 

５ 便所

（ 新 設 ・ 改 修 ）           

 

 

 

 

  車椅子使用者用便房の設置  (設置数)  合 ・ 否     

  車椅子使用者用便房および便所の出入口の内の

り幅80cm以上 

(幅)        cm 

 

合 ・ 否     

 

 出入口に戸を設ける場合は，車椅子使用者が円

滑に開閉して通過できる構造 

(開閉方式) 

 

合 ・ 否     

 

 段がない (最大段差)          ㎝ 合 ・ 否     

  手すりの設置  合 ・ 否     

 粗面またはぬれても滑りにくい材料仕上げ (仕上げ材) 合 ・ 否     

 

６ 駐車場 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 車椅子使用者用駐車施設は，建築物の出入口か

らの距離ができるだけ短くなる位置に設置 

 

 

合 ・ 否     

 

 幅員350cm以上 (幅員)      cm 合 ・ 否     

  車椅子使用者用である旨の見やすい表示 (表示方法) 合 ・ 否     

 駐車場内の通路は粗面またはぬれても滑りにく

い材料仕上げ 

(仕上げ材) 

 

合 ・ 否     

 

 駐車場内の通路は幅員120㎝以上（共同住宅およ

び寄宿舎を除く。） 

(幅員)      cm 

 

合 ・ 否     

 

 駐車場内の通路に高低差がある場合は，傾斜路

およびその踊り場または特殊構造昇降機の設置 

(講じた措置) 

 

 

合 ・ 否     

 

 駐車場内の通路の傾斜路は内のり幅120cm以上（

段を併設する場合は，90㎝以上） 

(幅)        cm 

 

合 ・ 否     

 

 駐車場内の通路の傾斜路は勾配12分の１以下 (勾配) 合 ・ 否     

 駐車場内の通路の傾斜路は高さ75cm以内ごとに

踏幅150cm以上の踊り場の設置 

(高さ)          ㎝ 

(踏幅)      cm 

合 ・ 否     

 

 段または傾斜路および踊り場に手すりの設置    合 ・ 否     

 駐車場内の通路の傾斜路は粗面またはぬれても

滑りにくい材料仕上げ 

(仕上げ材) 

 

合 ・ 否     

 

 傾斜路が踊り場および駐車場内の通路と識別し

やすい 

(講じた措置) 

 

合 ・ 否     

 

 駐車場内の通路に排水溝を設ける場合は，つえ

，車椅子のキャスター等が落ち込まない構造の溝

蓋の設置 

 

 

合 ・ 否     

 

 



整 備 項 目       整 備 の 基 準 の 内 容                 設 計 内 容         適合状況 

 

７ 敷地内の通路 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 粗面またはぬれても滑りにくい材料仕上げ (仕上げ材) 合 ・ 否     

 幅員120cm以上 (幅員)      cm 合 ・ 否     

 高低差がある場合は，傾斜路およびその踊り場

または特殊構造昇降機の設置 

(講じた措置) 

 

合 ・ 否     

 

 視覚障害者誘導用床材の敷設または音声誘導装

置等の設置 

(講じた措置)   

 

合 ・ 否     

 

 車路に接する部分，車路を横断する部分ならび

に傾斜路および段の上端に近接する部分に点状注

意喚起床材の敷設 

   

 

 

合 ・ 否     

 

 

 傾斜路は内のり幅120cm以上（段を併設する場合

は，90㎝以上） 

(幅)        cm 

 

合 ・ 否     

 

 傾斜路は勾配12分の１以下 (勾配) 合 ・ 否     

 傾斜路は高さ75cm以内ごとに踏幅150cm以上の踊

り場の設置 

(高さ)          ㎝ 

(踏幅)      cm 

合 ・ 否     

 

 段または傾斜路および踊り場に手すりの設置  合 ・ 否     

 傾斜路は粗面またはぬれても滑りにくい材料仕

上げ 

(仕上げ材) 

 

合 ・ 否     

 

 傾斜路が踊り場および敷地内の通路と識別し 

やすい 

(講じた措置) 

 

合 ・ 否     

 

 排水溝を設ける場合は，つえ，車椅子のキャス

ター等が落ち込まない構造の溝蓋の設置 

 

 

合 ・ 否     

 

 

８  洗面所

（ 新 設 ・ 改 修 ）           

 粗面またはぬれても滑りにくい材料仕上げ (仕上げ材) 合 ・ 否     

 車椅子使用者が円滑に利用できる高さの洗面器

の設置 

(設置数) 

 

合 ・ 否     

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



整 備 項 目       整 備 の 基 準 の 内 容                 設 計 内 容         適合状況 

 

９ 浴室等 

 

 

 

 

 出入口の内のり幅80cm以上 (幅)        cm 合 ・ 否     

 出入口に戸を設ける場合は，障害者，高齢者等

が円滑に開閉して通過できる構造 

(開閉方式) 

 

合 ・ 否     

 

 出入口に障害者，高齢者等の通過の支障となる

段がない 

(最大段差)          ㎝ 

 

合 ・ 否     

 

  出入口に戸を設ける場合において，戸にガラス

を使用するときは安全な材質 

 

 

合 ・ 否     

 

 手すりの設置  合 ・ 否     

 粗面またはぬれても滑りにくい材料仕上げ (仕上げ材) 合 ・ 否     

 

１０ シャワー室等 

 

 

 

 

 

 出入口の内のり幅80cm以上 (幅)        cm 合 ・ 否     

 出入口に戸を設ける場合は，車椅子使用者が円

滑に開閉して通過できる構造 

(開閉方式) 

 

合 ・ 否     

 

 出入口に車椅子使用者の通過の支障となる段が

ない 

(最大段差)          ㎝ 

 

合 ・ 否     

 

  手すりの設置  合 ・ 否     

 粗面またはぬれても滑りにくい材料仕上げ (仕上げ材) 合 ・ 否     

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



整 備 項 目       整 備 の 基 準 の 内 容                 設 計 内 容         適合状況 

 

１１ 観覧席等 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 車椅子使用者用席に至る通路に車椅子使用者の

通行の支障となる段がない 

(最大段差)          ㎝ 

 

合 ・ 否     

 

 高低差がある場合は，傾斜路およびその踊り場

の設置 

(講じた措置) 

 

合 ・ 否     

 

 傾斜路は内のり幅120cm以上（段を併設する場合

は，90㎝以上） 

(幅)        cm 

 

合 ・ 否     

 

 傾斜路は勾配12分の１以下 (勾配) 合 ・ 否     

 傾斜路は高さ75cm以内ごとに踏幅150cm以上の踊

り場の設置 

(高さ)          ㎝ 

(踏幅)      cm 

合 ・ 否     

 

 傾斜路およびその踊り場に手すりの設置    合 ・ 否     

 傾斜路は粗面またはぬれても滑りにくい材料仕

上げ 

(仕上げ材) 

 

合 ・ 否     

 

 車椅子使用者用席の床は水平  合 ・ 否     

 車椅子使用者用席は，幅90cm以上，奥行き 

110cm以上 

(幅)             cm 

(奥行き)           cm 

合 ・ 否     

 

 

１２ 公衆電話所 

 

 

 

 

 

 出入口の内のり幅80cm以上 (幅)        cm 合 ・ 否     

 出入口に戸を設ける場合は，車椅子使用者が円

滑に開閉して通過できる構造 

(開閉方式) 

 

合 ・ 否     

 

 出入口に車椅子使用者の通過の支障となる段が

ない 

(最大段差)          ㎝ 

 

合 ・ 否     

 

 車椅子使用者が円滑に利用できる高さの電話台

の設置 

(設置数) 

 

合 ・ 否     

 

 

１３ カウンター等 

 

 車椅子使用者が円滑に利用できる構造のカウン

ター等の設置 

(設置数) 

 

合 ・ 否     

 

 

１４ 案内標示 

 

 高さおよび文字の大きさその他の表示内容に配

慮し，障害者，高齢者等が円滑に利用できる案内

標示板の設置 

(設置数) 

 

 

合 ・ 否     

 

 

 

 

 

 



整 備 項 目       整 備 の 基 準 の 内 容                 設 計 内 容         適合状況 

 

１５ 改札口等 

 

 内のり幅80cm以上 (幅)        cm 合 ・ 否     

 車椅子使用者の通過の支障となる段がない (最大段差)          ㎝ 合 ・ 否     

 粗面または滑りにくい材料仕上げ  (仕上げ材)   合 ・ 否     

 

１６ 授乳およびお

むつ替えの場所 

 

 授乳およびおむつ替えのできる場所（ベビーベ

ッド等付設）の設置ならびに出入口付近にその旨

の表示 

(設置数) 

 

 

合 ・ 否     

 

 

 



別記第３号様式（第８条関係） 

 

函館市福祉のまちづくり施設整備費補助金交付決定通知書 

 

年  月  日  

 

          様 

 

函館市長         印  

 

補助事業の名称      函館市福祉のまちづくり施設整備事業 

            （工事名：           ） 

 

年  月  日付けで申請のあった上記補助事業に係る補助金

の交付について，内容審査の結果，次のとおり決定したので，函館市福祉

のまちづくり施設整備費補助金交付要綱第８条の規定により通知します。 

 

１ この補助事業に要する経費および補助金の額は，次のとおりとする。 

補 助 事 業 に 要 す る 経 費              補 助 金 の 額              

円  円  

 

２  この補助事業の完了期限は，  年  月  日までとする。 

 

３  補助金の交付予定時期は，事業実績報告書が提出され，補助金の額の

確定後とする。 

 

４ 次の条件を承知されたい。 

(1) この通知に係る補助金の交付の決定の内容またはこれに付された

条件に不服があるときは，文書をもって当該補助金の交付の申請を

取り下げることができる。 

(2) 次の場合には，速やかに市長に報告して，その承認または指示を

受けること。 

ア 補助事業の内容の変更または経費の配分の変更（市長の定める軽

微な変更を除く。）をする場合 

イ 補助事業を中止し，または廃止する場合 

ウ 補助事業が予定の期間内に完了しない場合または補助事業の遂行



が困難となった場合 

(3) この補助金の交付決定後における事情の変更により特別の必要が

生じたときは，この決定の全部もしくは一部を取り消し，またはこ

の決定の内容もしくはこれに付した条件を変更することがある。 

(4) 補助事業の遂行に当たっては，この決定の内容およびこれに付し

た条件に従い，善良な管理者の注意を持ってこれに当たること。 

(5) 補助事業の遂行の状況に関し，必要に応じ，報告を求め，調査す

ることがある。 

(6) 補助事業が完了したときは，速やかに事業実績報告書に関係書類

を添えて市長に届け出なければならない。 

(7) 次のいずれかに該当するときは，この補助金の交付の決定の全部

または一部を取り消し，当該取り消しに係る部分に関し，既に補助

金が交付されているときは，期限を定めて，その返還を命ずること

がある。 

ア この補助金を他の用途に使用したとき。 

イ この補助金の交付の決定の内容またはこれに付した条件に違反し

たとき。 

ウ 法令または函館市補助金等交付規則に基づく市長の措置に違反し

たとき。 

エ 天災地変その他補助金の交付の決定後に生じた事情変更により，

補助事業の全部または一部を継続する必要がなくなったとき。 

オ 虚偽の申請その他不正な行為があったとき。 

(8) 補助事業により取得し，または効用の増加した財産を，市長の承

認を受けないで補助金の交付の目的に反して使用し，譲渡し，交換

し，貸し付け，または担保に供してはならない。 

(9) 補助事業者は，この補助事業に関する帳簿および書類を備え，こ

れを整理しておくとともに，この補助事業の完了の日の属する年度

の翌年度の初日から５年間保存しなければならない。 



別記第４号様式（第８条関係） 

 

函館市福祉のまちづくり施設整備費補助金不交付決定通知書 

 

年  月  日  

 

          様 

 

函館市長         印  

 

補助事業の名称      函館市福祉のまちづくり施設整備事業 

            （工事名：           ） 

 

年  月  日付けで申請のあった上記補助事業については， 

内容審査の結果，補助金の交付が適当でないと認められ，交付しないこ 

とと決定したので，函館市福祉のまちづくり施設整備費補助金交付要綱 

第８条の規定により通知します。 

 



別記第５号様式（第１０条関係） 

 

函館市福祉のまちづくり施設整備費補助金変更承認申請書 

 

  年  月  日  

 

函 館 市 長 様  

              

                      住所 

申請者     

                             氏名   

                   

補助事業の名称   函館市福祉のまちづくり施設整備事業 

            （工事名：           ）  

 

 上記の補助事業に関し，    年  月  日付けで補助金の交付

の決定を受けた内容を変更したいので，函館市福祉のまちづくり施設整

備費補助金交付要綱第１０条第１項の規定により，その承認について関

係書類を添えて申請します。 

変 更 の 理 由   

変 更 の 内 容  

 変更前   変更後  

  

補助事業に要する経費  円   円  

補 助 金 の 額  円   円  

補助事業の完了期限    年  月  日まで     年  月  日まで  

注 １ 変更の理由および内容は，具体的に記載すること。（別紙に記

載してもよい。） 

  ２ 函館市福祉のまちづくり施設整備費補助金交付要綱第第７条

第２項に規定する申請書に添付する書類のうち，前項の変更の内

容を確認することができる書類を添付すること。 

法人にあっては，主たる事

業所の所在地  

法人にあっては，その名称

および代表者の氏名  



別記第６号様式（第１０条関係） 

 

函館市福祉のまちづくり施設整備費補助金変更承認決定通知書 

 

年  月  日  

 

          様 

 

函館市長         印  

 

補助事業の名称      函館市福祉のまちづくり施設整備事業 

            （工事名：           ） 

 

年  月  日付けで申請のあった上記の補助事業については， 

次のとおり承認することと決定したので，函館市福祉のまちづくり施設 

整備費補助金交付要綱第１０条第３項の規定により通知します。 

なお，承知すべき条件は，従前のとおりです。 

          変    更    前 変    更    後 

変 更 の 内 容 
  

補助事業に要する経費 
円 円 

補 助 金 の 額 
円 円 

補 助 事 業 の 完 了 期 限 

          年    月    日 

まで 

          年    月    日 

    まで  

 

 



別記第７号様式（第１０条関係） 

 

函館市福祉のまちづくり施設整備費補助金変更不承認決定通知書 

 

年  月  日  

 

          様 

 

函館市長         印  

 

補助事業の名称      函館市福祉のまちづくり施設整備事業 

            （工事名：           ） 

 

年  月  日付けで申請のあった上記の補助事業については，

内容審査の結果，変更が適当でないと認められ，承認しないことと決定し

たので，函館市福祉のまちづくり施設整備費補助金交付要綱第１０条第３

項の規定により通知します。 

 



別記第８号様式（第１０条関係） 

 

函館市福祉のまちづくり施設整備費補助金交付申請取下書 

 

                        年  月  日  

 

函 館 市 長 様  

              

                      住所 

申請者     

                             氏名   

                          

補助事業の名称   函館市福祉のまちづくり施設整備事業 

            （工事名：           ）  

 

補助金交付決定通知額                円 

 

 上記の補助事業に関し，    年  月  日付けで補助金の交付 

の決定を受けましたが，次の理由により，工事を中止し（申請を取り下 

げ）たいので，函館市福祉のまちづくり施設整備費補助金交付要綱第10 

条第４項の規定により届け出ます。 

 

 

 中止または  

 

 取下げの理由  

 

 

 

法人にあっては，主たる事

業所の所在地 

法人にあっては，その名称

および代表者の氏名 



別記第９号様式（第１０条関係） 

 

函館市福祉のまちづくり施設整備費補助金交付決定取消通知書 

 

年  月  日  

 

          様 

 

函館市長         印  

 

補助事業の名称      函館市福祉のまちづくり施設整備事業 

            （工事名：           ） 

 

年  月  日付けで申請のあった上記の補助事業については，

補助金の交付の決定を取り消したので，函館市福祉のまちづくり施設整備

費補助金交付要綱第１０条第５項の規定により通知します。 



別記第１０号様式（第１１条関係） 

 

函館市福祉のまちづくり施設整備事業実績報告書 

 

年  月  日  

 

函 館 市 長 様  

              

                      住所 

申請者     

                             氏名   

                          

補助事業の名称   函館市福祉のまちづくり施設整備事業 

            （工事名：           ）  

 

     年  月  日付けで補助金の交付の決定を受けた上記の補

助事業について，工事を完了したので，函館市福祉のまちづくり施設整

備費補助金交付要綱第１１条第１項の規定により，次のとおり報告しま

す。 

公 共 的 施 設 の 名 称   

公共的施設の所在地   

補助金交付決定年月日      年  月  日  

工 事 の 完 了 年 月 日       年  月  日  

補助金交付決定通知額            円  

 

添付書類  

 １ 契約書または請書等を取り交わした施工業者からの請求書の写し 

 ２ 工事完了後の写真 

 ３ 増改築を伴う工事については，検査済証の写し 

 ４ 工事請負契約書または請書等の写し 

 ５ 補助金受け入れに係る銀行口座申出書（別記第１１号様式） 

 ６ 請負金額の支払いを証する領収書の写し 

 ７ その他市長が必要と認める書類 

法人にあっては，主たる事
業所の所在地 

法人にあっては，その名称
および代表者の氏名 



別記第１１号様式（第１１条関係） 

 

函館市福祉のまちづくり施設整備費補助金の受け入れに係る 

銀行口座等申出書 

 

年  月  日  

 

函 館 市 長 様  

              

                      住所 

申請者     

                             氏名   

                          

 

補助事業の名称   函館市福祉のまちづくり施設整備事業 

            （工事名：           ）  

 

 函館市福祉のまちづくり施設整備費補助金交付要綱第１１条第２項の

規定により，補助金の受け入れに係る銀行口座等を次のとおり申し出ま

す。 

 

住 所 

〒    －      

 

 

商 号 
（ 氏 名 ） 

 

 

代 表 者 
職 氏 名 

 

 

電 話 番 号 （    ）   －      ＦＡＸ （    ）   －     

金融機関コード 店 番 号 預 金 種 別 口 座 番 号 （ 右 づ め ） 

       普通・当座・その他（   ）         

金 融 機 関 
名 称 

                 銀行              本 
                  金庫              支店 

フ リ ガ ナ 
                 

                 

口 座 名 義  

法人にあっては，主たる事

業所の所在地 

法人にあっては，その名称

および代表者の氏名 



別記第１２号様式（第１２条関係） 

 

函館市福祉のまちづくり施設整備費補助金交付額の確定通知書 

 

年  月  日  

 

          様 

 

函館市長         印   

 

補助事業の名称      函館市福祉のまちづくり施設整備事業 

            （工事名：           ） 

 

      年  月  日付けで実績報告のあった上記の補助事業につ

いては，補助金の交付の決定の内容およびこれに付した条件に適合する

と認めるので，函館市福祉のまちづくり施設整備費補助金交付要綱第12

条の規定により，次のとおり補助金の額を確定したので通知します。 

 

記 

 

    補 助 金 の 確 定 額        金          円 

 

 



別記第１３号様式（第１４条関係） 

                      交付決定取消   
函館市福祉のまちづくり施設整備費補助金      通知書 

                      返    還 

 

年  月  日  

 

          様 

 

函館市長         印  

 

補助事業の名称      函館市福祉のまちづくり施設整備事業 

            （工事名：           ） 

 

年  月  日付けで補助金の交付の決定をした上記の補助事業 

補助金の交付の決定を取り消した  
については，                ので，函館市福祉のまち 

既に交付した補助金の返還を命ずる 

づくり施設整備費補助金交付要綱第１４条第２項の規定により通知します。 

 

取 り 消 す 
理由 

返還を命ずる 

 

 

 

取り消す内容  

返還を命ずる額 

 

 

 

 



第１４号様式（第１５条関係） 

 

年 月 日  

（あて先）函 館 市 長 

 

（申請者） 

法人名  

代表者氏名 

 

年度消費税および地方消費税に係る仕入控除税額報告書  

 

 

年  月  日付け函  で交付決定を受けた  年度函館市福

祉のまちづくり施設整備費補助金に係る消費税および地方消費税に係る仕入

控除税額について，下記のとおり報告します。 

 

 

１ 函館市福祉のまちづくり施設整備費補助金交付要綱第１２条に規定する 

額又は事業実績報告による精算額  

 金          円 

 

２ 消費税および地方消費税の申告により確定した消費税および地方消費税  

に係る仕入控除税額（市補助金返還相当額） 

 金          円 

 

３ 添付書類 

（１）積算内訳報告書 

（２）課税期間分の消費税および地方消費税の確定申告書（写し）  

（３）課税売上割合，控除対象仕入税額等の計算書（写し）  

 

 


